
 

平成２９年度一般会計補正予算（第１０号）最終専決の概要 

 

 

県税の増収や地方交付税の確定等に伴い歳入を補正するとともに、退職者の確定に伴い

退職手当を減額します。 

これらにより生じた財源は、災害等による緊急的な財政需要に備えるとともに県債残高

を抑制するため、財政調整基金への繰戻しと県債の発行抑制を行うほか、県有施設の計画的

保全等に備え県有施設整備等基金に積み立てます。 

 

  【最終専決額】           △   ６０百万円 
 
     累   計         ６１７，５２８百万円（対前年度最終＋2.2％) 

     ※ 最終予算額       ６０４，３８０百万円 

 

  【歳  入】 

   ○県   税             １，３８７百万円 

 

     ○地方譲与税               ３６百万円 

 

   ○地方交付税                ４９０百万円 

 

    ○財政調整用基金繰入金         △１，０００百万円（財政調整基金） 

         

     ○県債             △１，０００百万円 

 

    ○その他歳入               ２７百万円 

 

  【歳  出】 

    ○退職手当等           △  ７３０百万円 

   （うち退職手当         △  ６４６百万円） 

    ○県有施設整備等基金積立金      ７００百万円 

     

    ○予備費            △   ３０百万円 

 

 

 【財政調整用基金残高】 

    ２９年度末見込み：            ３６８億円(対ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ目標 △２２億円) 

 

 【県債残高】 

    ２９年度末見込み：        １兆３３５億円(対ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ目標 △４６億円) 

    臨時財政対策債除き  ：          ６，３６４億円(対ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ目標 ＋３１億円) 

 

 



                                                    

平成２９年度一般会計補正予算（３月３１日付け専決） 

 

                               財  政  課 

 

 

  １ 最終専決額              △    ６０，２８０千円    

 

 

  ２ 累計予算額              ６１７，５２８，３７６千円 

 

 

  ３ 歳入項目 

    ・県税                 １，３８７，０００千円 

    ・地方譲与税                           ３６，２８５千円 

    ・地方交付税                          ４９０，００６千円 

    ・財政調整用基金繰入金(財政調整基金) △１，０００，０００千円 

    ・県債                △１，０００，０００千円 

       ・その他歳入                 ２６，４２９千円 

 

 

   ４ 歳出項目 

    ・退職手当等             △  ７３０，０６２千円 

    （うち退職手当            △  ６４５，５７４千円） 

・県有施設整備等基金積立金           ７００，０００千円 

    ・予備費               △   ３０，２１８千円 


